
平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され
ました。この法律の施行により、各地方公共団体は、毎年度、決算に基づき

財政に関する指標（健全化判断比率・資金不足比率）について監査委員の審査を受け、議会に報告し、公表することが新たに義務付けられました。
この比率に応じて、財政の早期健全化および財政の再生ならびに公営企業の経営の健全化を図るための計画を策定することが定められています。
なお、監査委員の審査では、健全化判断比率、資金不足比率とその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されてい

るとの意見をいただきました。
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納期内納税にご協力ください　─ 収納課管理係 ─

平成19年度に市のお金がどのように使われたかをご理解いただ
くため、一般会計決算をお知らせします。
市報7月20日号では決算の概要を載せましたが、今回このペー

ジでは、財政指標（経常収支比率、健全化判断比率・資金不足比率）
などについて、4・5ページでは、歳入・歳出のポイントや歳出の個
別事業について特徴をあげながらお知らせします。
なお、平成19年度の「事務報告書」「決算書」「決算審査意見書」

が、市役所情報公開コーナー、公民館、中央図書館、北・南市民プ
ラザで閲覧できます。 政策経営課財政係

財政と行財政改革特集⑮

～平成19年度決算のポイントをお知らせします～～平成19年度決算のポイントをお知らせします～
財政と行財政改革特集⑮

基金（市の貯金）

平成19年度末の市の貯金
(基金)は合計49億8,524万円
で、市民1人当たりの貯金は
約6万8千円になります。
基金で一番多いのは財政
調整基金11億4,883万円で、
これはいざというときのた
めに積み立てた貯金にあた
ります。

年度 

億円 
財政 
調整基金 

公共施設 
整備基金 

職員退職 
手当基金 

鉄道連続 
立体交差化 
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主な基金残高の推移

平成19年度 国立市経常収支比率
平成19年度の経常収支比率は、101.2％で、18年度と比
較し、2.1％高くなりました。これは、支出（分子）が0.2％
減となったものの、収入（分母）も2.2％減となり、収入（分
母）の減が支出（分子）の減を上回ったことによるものです。

○経常収支比率とは…
市税や普通交付税など毎年経常的に入る収入を、どれほど経常的支

出（人件費、公債費、扶助費等）に使ったのかを示す割合で、市の財政
の弾力性を計るものです。
本来、都市部においては75％程度が妥当な数値といわれています

が、国立市は101.2％(多摩地区26市の平均は93.6％)となっています
ので、厳しい財政状況にあります。

経常収支比率が100％を超えるということは、経常的な収
入で経常的な支出を負担しきれないということであり、一般
の家庭に例えるなら、毎月の生活費が月給を上回り、臨時収
入や貯金の取り崩しで補っているようなものです。

健全化判断比率と資金不足比率

実質赤字比率 市の一般会計等（国立市では、一般会計と受託水道事業特別会
計）において、歳入から歳出や翌年度に繰り越しをする財源などを差し引い
た額が赤字の場合、その赤字額（実質赤字）の標準財政規模（※）に対する割
合。

連結実質赤字比率 特別会計を含めたすべての会計の赤字額と黒字額を合算
して、全体として不足額（赤字額）がある場合、その赤字額の標準財政規模
（※）に対する割合。
実質公債費比率 一般会計等の歳出のうち、元利償還金（地方債を返済するた
めの元金と利子）やそれに準じた経費などの、標準財政規模（※）を基本とし
た額に対する割合。一般会計、各特別会計に加えて、一部事務組合もその
対象としています。

将来負担比率 一般会計等が将来負担しなければならない実質的な負担の、
標準財政規模（※）を基本とした額に対する割合。一般会計、各特別会計、
一部事務組合に加えて、土地開発公社もその対象としています。

資金不足比率 公営企業会計において資金不足がある場合、その不足額の公
営企業の事業規模に対する割合。国立市では、下水道事業特別会計が対象
となります。

※標準財政規模…通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すも
ので、臨時財政対策債の発行可能額も含まれます。

平成19年度決算における健全化判断比率と資金不足比率は、す
べて健全化基準を下回っています。しかし、この法律における財政
指標は、あくまでも法定の指標であり、地方公共団体の財政の実態
を明らかにするための最低限のルールであり、各財政指標が健全化
基準を下回っていれば財政運営上なんら問題がないということを意
味しているものではないと認識しています。他の指標の活用も含め、
国立市の財政状況を分析・検討する中で、堅実な財政運営に努めて
まいります。
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多摩地区市平均 
※加重平均で算出 加重平均とは…財政規模の違 

いを考慮して算出した平均値 

経常的に収入される市税などの一般財源（収入） 
＜経常収支比率の算式＞ 

経常的な支出に使った市税などの一般財源（支出） 

※平成13年度からの（　）内の数字は、国の統計方法
の変更により、分母に減税補てん債および臨時財
政対策債を加えた新しい算式で計算したものです。 

《経常収支比率の推移》

※1　実質赤字額がありませんでした（黒字決算）ので、「―」で表示してい
ます。 

※2　国民健康保険（国保）特別会計が赤字決算でしたが、他の会計の黒字額
の合計が国保会計の赤字額より多く、全体として連結実質赤字額があり
ませんでした（黒字決算）ので、「―」で表示しています。 

※3　資金不足ではありませんので、「―」で表示しています。 

財政の早期健全化・再生 

公営企業の経営健全化 

―%

―%

6.0%

68.5%

―%

※1

※2

早期健全化段階 
（自主的な改善努力
による財政の健全化
が求められます） 

資金不足比率を経営健全化基準未満とする
ことを目標とした経営健全化計画を策定し
なければなりません。 

再生段階 
（国や都の関与のも
と、確実な財政の再
生が求められます） 

早期健全化基準 財政再生基準 

財政悪化  

12.78％ 20.00％ 

※3

経営健全化基準 

20.00％ 

17.78％ 40.00％ 

25.00％ 35.00％ 

350.0％ 

実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将来負担比率 

資金不足比率 

は国立市の比率です 
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◎ごみ収集作業に係る経費 3億4,747万円【4,708円】
ごみ収集委託料2億7,376万円、粗大ごみ収集等委託料2,076万円、資源回収推
進奨励金1,700万円などを支出しました。
■ごみ収集量
（単位：トン）

◎ごみ焼却に係る経費 7億4,259万円【10,062円】
稲城市・狛江市・府中市と共同でごみを焼却している清掃工場（稲城市にある多摩
川衛生組合）の運営費などを支出しました。
■多摩川衛生組合への
年間搬入状況
（単位：トン）

◎ごみ最終処分に係る経費 1億7,932万円【2,430円】
25市1町が共同で焼却灰をエコセメントとし、不燃物を埋め立てている、日の
出町の二ツ塚広域処分場の運営費などを支出しました。
■広域処分場への
年間搬入状況

■東京たま広域資源循環組合負担金 1億3,680万円
■埋立ごみ・プラスチック類等運搬委託料 3,231万円

環境のまち
衛　生　費

市民1人当たりのごみに係る経費は、年額21,662円（し尿処理費除く）

平成１９年度の市のお金は
このように使われました

～一般会計の主な事業と経費～
※【 】は、市民１人当たりの経費で、総事業費を平成20年3月末現在の外国人登録を

含む人口73,803人で割ったものです。(1円未満は、四捨五入)

2
歳歳出 歳歳出 歳

～環境を大切にするまちづくり～

歳歳入 歳入 歳入 

教育のまち ～教育を尊重するまちづくり～ 発展するまち
教　育　費

◎小学校の管理運営経費 9億6,270万円【13,044円】
■1校当たり 1億2,034万円
※都から支給される教職員の給与分は、含まれていません。

◎中学校の管理運営経費 2億9,370万円【3,980円】
■1校当たり 9,790万円
※都から支給される教職員の給与分は、含まれていません。

◎私立幼稚園園児保護者等補助事業 9,429万円【1,278円】
保護者の負担を軽減し、教育の充実・発展を図るため、補
助金を支出しました。
■主な支出
私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金

延べ11,895人（月平均991人） 5,767万円
私立幼稚園就園奨励費補助金　407人 2,914万円
私立幼稚園等運営費補助金　　　　 553万円

◎下水道事業特別会計繰出金
15億5,482万円

公債費（下水道施設建設のための
元利償還金）等の財源として14
円、雨水処理経費として1億3,9
どについて、繰り出し（他の会計
をしました。

民生費（34.5％％） 
85億9,531万円万円 

総務費（19.0％） 
47億2,982万円 

衛生費 
（8.9％） 
22億378万円 

土木費 
（12.9％） 
32億886万円 

教育費（11.3％） 
28億395万円 

民生費（34.5％
85億9,531万円

総務費（19.0％） 
47億2,982万円 

衛生費 
（8.9％） 
22億378万円 

土木費 
（12.9％） 
32億886万円 

教育費（11.3％） 
28億395万円 

公債費（6.6％）16億4,497万円 

消防費（4.2％）10億3,354万円 

議会費（1.2％） 
3億724万円 

諸支出金（0.9％）
2億2,222万円 

その他（
1億3,56

財政と行財政改革特集⑮（続き）財政と行財政改革特集⑮ 《歳出のポイント》
歳出は、平成18年度に比べ、金額で24億3,100万円、率で10.8％の増と
目的別（費目別）では、総務費の伸びが大きく、次いで、民生費、土木費
したが、衛生費、教育費は減となりました。
性質別では、人件費、扶助費、普通建設事業費が増となりましたが、逆
助費等は減となりました。

増・減の主な理由
総務費…清化園跡地買収費の増
民生費…国民健康保険特別会計繰出金、児童手当の増
土木費…都市計画道路3・4・10号線用地買収費の増
衛生費…多摩川衛生組合負担金の減
教育費…第六小学校用地買収費の減
人件費…団塊の世代にあたる職員の退職に伴う退職手当の増
扶助費…児童手当、障害者自立支援給付費の増
普通建設事業費…清化園跡地買収費、都市計画道路3・4・10号線用地買収費、

改修工事の増
物件費…文化・スポーツ振興財団関係の指定管理委託料の減
補助費等…多摩川衛生組合負担金の減

目
的
別

性
質
別

土　木　費

その他（2.5％） 6億1,148万円 
地方特例交付金（0.4％） 9,885万円 

分担金・負担金（1.0％） 2億6,244万円 地方譲与税（0.6％） 1億5,298万円 

使用料・手数料（1.9％） 4億8,882万円 

繰越金（1.2％） 2億9,809万円 

諸収入（2.0％） 5億1,401万円 

地方消費税交付金（3.0％） 7億5,561万円 

繰入金（3.0％） 7億5,565万円 

国庫支出金（7.6％） 
19億2,116万円 

市債（10.0％） 
25億800万円 

都支出金（10.7％） 
26億9,134万円 

市税（56.1％） 
141億3,241万円 

国庫支出金（7.6％） 
19億2,116万円 

市債（10.0％） 
25億800万円 

都支出金（10.7％） 
26億9,134万円 

市税（56.1％） 
141億3,241万円 

251億9,084万円
《歳入の内訳（一般会計）》
市税の構成比は、市債が増加した影響を受け、平成18年度決算

より約4％減となっています。

《歳入のポイント》
歳入全体では、平成18年度に比べ、金額で24億3,900万円、率で
10.7％の増となりました。これは、制度改正等により地方譲与税や減
税補てん特例交付金が減となったものの、繰入金や市債が大幅に増とな
ったことがその要因です。
歳入の根幹を成す市税は、平成18年度決算に比べ、金額で3億3,700
万円、率で2.4％増となりました。これは、平成19年度適用の税制改正
の影響（個人住民税定率減税の完全廃止）により2億4,600万円の増や固
定資産税が2億200万円増となったものの、税源移譲による個人住民税
フラット化の影響で個人住民税が1億4,000万円ほど減となったことに
よるものです。
また、平成19年度は、清化園跡地の買収を行いましたので、12億
5,400万円と多額の起債（資金調達のため借り入れすること）と財政調整
基金（市の貯金）の繰り入れをしました。
このほか、団塊の世代の職員等の退職により、退職手当が約4億
7,600万円ほど増となりましたので、職員退職手当基金を一部繰り入れ
して、財源の手当てをしました。
以上のように、平成19年度の財政運営では、市税が微増であったも
のの、他の科目で大きく増となったものがありますので、全体としては
10％を超える伸びとなりました。
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《人口と

平成8年度
ここ数年は
市税収入

止)等により

収集量 11,832 1,447 1,113 434 4,108 26 18,960
持込量 3,972 25 0 260 12 0 4,269
合計 15,804 1,472 1,113 694 4,120 26 23,229

区分 可燃ごみ 不燃ごみ プラスチック類 粗大ごみ 資源ごみ 有害ごみ 計

焼却後の灰 823 0 82
不燃物 104 158 41
合計 927 158 123

種　　　別 処分量(トン) 埋立量(m3) 搬入台数(台)

搬入量 18,493
焼却量 18,465
鉄回収量 29
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積立金（0.8％） 2億355万円 維持補修費（0.5％） 
1億2,504万円 
貸付金（0.1％） 
2,970万円 

人件費（21.6％） 
53億6,169万円 

扶助費（18.7％） 
46億6,255万円 

繰出金 
（13.7％） 
33億9,893万円 

普通建設 
事業費 
（13.9％） 
34億6,170万円 

物件費（13.1％） 
32億6,513万円 

補助費等 
（11.0％） 
27億3,212万円 

人件費（21.6％） 
53億6,169万円 

扶助費（18.7％） 
46億6,255万円 

繰出金 
（13.7％） 
33億9,893万円 

普通建設 
事業費 
（13.9％） 
34億6,170万円 

物件費（13.1％） 
32億6,513万円 

補助費等 
（11.0％） 
27億3,212万円 

公債費（6.6％） 
16億4,497万円 

248億8,538万円

（性質別）歳出 歳出 歳出 

福祉のまち ～安心といきがいのあるまちづくり～

民　生　費

◎地方債の元利償還金
16億4,497万円【22,289円】

（内訳：元金13億7,531万円
利子　2億6,966万円）
建設経費の財源や減税による
税収減補てんなどのため、国や
東京都などから過去に借り入れ
た長期の借入金（地方債）の元金
と利子を支払いました。

公　債　費

◎東京都消防委託金
9億5,173万円【12,896円】

国立市の常備消防（立川消防
署の市内2カ所の出張所）につい
て、東京都との協定に基づき委
託金を支払いました。
■常備消防の出動状況
火災27件、救急3,054件

（救急は、平成19年1月～12月分）

消　防　費

◎コミュニティバスの運行経費
2,792万円【378円】

運行日数　366日
（平成19年4月～20年3月）
■利用状況
一日運行本数　53本　
利用者合計数　268,588人
一日当たりの利用者数　734人

■運行経費補助金 2,792万円

総　務　費

◎一人暮らしと在宅高齢者福祉対策事業
1億202万円【1,382円】

■利用状況 高齢者食事サービス　3,922万円
対象者　　　359人 51,113食
一食当たり　　767円

◎老人医療費　3億7,159万円【5,035円】
老人医療費の公費負担分として、老人保健医

療特別会計へ繰り出し（他の会計への支出）をし
ました。

◎介護保険特別会計繰出金
5億4,022万円【7,320円】

介護給付費として3億7,866万円、地域支援
事業費として1,365万円、事務費として1億
4,791万円等を支出しました。

◎障害者介護給付事業 8億6,384万円【11,705円】
居宅生活や施設入所等の支援を行いました。
■支給申請および支給決定人数（実人数）

◎心身障害者（児）福祉手当 2億523万円【2,781円】
■受給者数 1,241人
■受給者1人当たり 年間約16万円

◎国民健康保険特別会計繰出金
9億8,918万円【13,403円】

赤字補てん等分として8億6,893万円、保険
基盤安定分として1億2,025万円を繰り出し（他
の会計への支出）しました。 （右上へ続く　）

■被保険世帯数 15,421世帯　
■被保険者数 26,084人

◎保育所での保育　19億626万円【25,829円】
0歳児から5歳児までの児童を、市内（11園）

および市外（34園）の保育所で保育しました。
■平成19年度月平均入所児童数 合計1,084人
0歳児 77人　1歳児　141人　2歳児　166人
3歳児　223人　4歳児　249人　5歳児　228人
■入所児童1人当たり
年間約176万円（うち約25万円は本人負担）

◎学童保育所の運営　1億4,063万円【1,905円】
小学校1年生から3年生までの留守家庭の学

童を、放課後や休み期間中に学童保育所で預
かり、健全育成しました。

◎こども医療費助成　1億2,121万円【1,642円】
乳幼児および義務教育就学児を養育してい

る方に対し、医療費の一部を助成しました。

248億8,538万円

（目的別）歳出 歳出 歳出 

ち ～個性と活気があふれるまちづくり～

【21,067円】
の地方債の
億1,534万
948万円な
計への支出）

◎中央線連続立体交差事業負担金
4億3,435万円【5,885円】

※東京都への負担金総額は約53億円にの
ぼります。また、工事の進ちょくにより
年度ごとの負担額には増減が生じます。

◎都市計画道路3・4・10号線局所改良事業
2億5,756万円【3,490円】

3物件の移転補償と99.17㎡の用地買収
をしました。

民生費（34.5％） 
85億9,531 円万円 

総務費（19.0％） 
47億2,982万円 

衛生費 
（8.9％） 
22億378万円 

土木費 
（12.9％） 
32億886万円 

教育費（11.3％） 
28億395万円 

） 
円 

 

0.5％） 
9万円 

平成19年度
市長交際費決算額

348,268円

市長交際費の支出状況を開示しています
国立市では、市長交際費の支出状況

を毎月開示しています。（毎月5日まで
に前月分を開示）
開示場所
市役所情報公開コーナー、公民館、
中央図書館、北・南市民プラザ

※市のホームページでもご覧になれま
す。

秘書広報課秘書担当

各種団体の行事等への参加費な
どで、59回支出しました。

となりました。
が増となりま

に物件費、補

小学校校舎等

国民年金関係 
（0.3％） 
2,638万円 

民生費 
85億9,531万円 

子どものため 
の事業 
（37.3％） 
32億155万円 

高齢者のための事業 
（14.7％） 
12億6,442万円 

しょうがいの 
ある方のための事業 

（19.3％） 
16億6,158万円 

生活支援のための事業 
（13.9％） 
11億9,435万円 

子どものため 
の事業 
（37.3％） 
32億155万円 

高齢者のための事業 
（14.7％） 
12億6,442万円 

しょうがいの 
ある方のための事業 

（19.3％） 
16億6,158万円 

生活支援のための事業 
（13.9％） 
11億9,435万円 

その他（3.0％）2億5,785万円 

国民健康保険関係 
（特別会計への繰出金） 

（11.5％） 
9億8,918万円 

民生費 
85億9,531万円 

《民生費の内訳》
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市税収入 3月31日現在人口 

人
口 

73,574

73,213

73,339

市税収入の推移》

度から13年度までは人口の大幅な増加がみられましたが、
平成16年度を除いて、緩やかな増加傾向が続いています。
入は、平成19年度に実施された税制改正(定率減税の完全廃
り、平成18年度に比べて3億3,700万円増加しました。

グラフは､中央線沿
線市や国立市と人口等
の規模が類似している
市とを比較したもので
す。市民1人当たりの
歳入は、高い市では約
44万円、低い市では約
30万円とかなりの差が
あります。(平成19年
度決算統計より)

◎国立市は多摩地区26
市中高い方から数え
て8番目となります。

注）このグラフは、住民基本
台帳人口(外国人登録含ま
ず)を使っています。また、
金額は単位未満を四捨五
入しています。

《市民1人当たりの歳入 他市との比較》

計324,527

0 計337,288

0 計365,217

0 計446,490

0 計327,561

0 計330,655

0  計351,146

←28,129 計387,858 

 ←7,778 計295,067 

←2,803 計300,364

159,453 計327,368

←2,895 計329,516

0 計346,766

←3,824

（単位：円）

税収 普通交付税（※） 都支出金等その他 

類
似
団
体 

中
央
線
沿
線
市 

170,439 

219,239 

272,383 

198,591 

181,546 

191,661 

144,757 

155,192 

156,475 

130,760 

169,475 

194,541 

180,418 

166,849

145,978 

174,107 

128,970

149,109

159,484

214,972

132,097

141,086

 ←37,154

157,146 

152,226 

140,285

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

日野市 

立川市 

武蔵野市 

三鷹市 

小金井市 

国分寺市 

福生市 

狛江市 

東大和市 

清瀬市 

稲城市 

国立市 

26市平均 

※普通交付税…地方交付税のうち、災害等特殊事情に対応するための特別交付税を除き、地方税等の収入の地域間格差を補
てんするため、国税の一定割合を財源不足団体に交付するもの。

申請者数 支給決定者数
身体しょうがいしゃ 100 100
知的しょうがいしゃ 140 140
精神しょうがいしゃ 47 47
しょうがい児 41 41
合　　計 328 328

→
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